
３ 義務教育費国庫負担制度及び道府県費負担教職員制度につ

いて 

（文部科学省・財務省）

 

国庫負担金の一般財源化について検討されている中で，平成 16年 11 月

26 日に三位一体の改革について政府・与党間の合意がなされ，義務教育費

国庫負担制度に関しても,改革の具体化が図られてきています。 

義務教育費国庫負担制度は，教育の機会均等とその水準の維持向上を図

る制度として教育行政の根幹をなしていることを踏まえ，その見直しにあ

たっては，実質的な税源移譲を伴わない，地方に財政負担のみを転嫁する

措置とならないことが必要不可欠であります。とりわけ，指定都市小・中・

養護学校等の教職員にかかる給与費負担の移管については，道府県から指

定都市への税源移譲による財政措置が絶対的な前提とされるべきであり

ます。 

また，人材確保のため教員給与を一律に優遇している現行制度の見直し

については，今後再び教員の大量採用時代の到来が見込まれるなか，人確

法制定の趣旨を充分尊重され，人確法にもとづき改善が図られてきた経緯

及び適切な教員給与体系の構築という観点を踏まえつつ，財政事情のみに

もとづいた見直しとならないよう要望いたします。 

要望事項 

１ 義務教育費国庫負担制度の見直しにあたっては，税源移譲による

ことを絶対条件として，財源措置を伴わない地方に財政負担のみを

転嫁するような措置を行わないこと。 

２ 指定都市小・中・養護学校等の教職員にかかる給与費負担の移管

については，税源移譲による財源措置を前提とすること。 

３ 教員給与については，人確法の趣旨を充分尊重され，財政事情の

みにもとづいた見直しを行わないこと。 

主な要望先：文部科学省(初等中等教育局財務課)  

本件に関する連絡先：教育委員会事務局 総務部 企画課長 中永健史 TEL 075－222－3768 

＜参考＞ 
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市立学校・園数及び校種別給与負担別教職員数（平成1６年５月現在） 

校   種 学校・園数 
府費負担教職

員数 

市費負担 

教職員数 

教職員数 

合  計 

幼 稚 園 １６ ― １３３ １３３

小 学 校 １７８ ３，９２８ ９００ ４，８２８

 
3 5 人 学 級

常 勤 講 師
― ― ８６ ８６

中 学 校 ７８ ２，１４３ １５８ ２，３０１

総合養護学校 ７   ５４３  １５   ５５８

高等学校   ９ ― ８４５   ８４５

合  計 ２８８ ６，６１４ ２，１３７ ８，７５１

※学校園数…休校中の幼稚園1園，小学校2校，中学校1校は含まない 

 

 

 


